



















































































































































































14） 金融庁「金融商品取引法等の一部を改正する法律（平成26年法律第44号）に係る説明資料」（2014年 5 月）
等参照。
15） 国土交通省ウェブページ「不動産特定共同事業法の一部を改正する法律が平成29年12月 1 日に施行され
ました」（http://www.mlit.go.jp/totikensangyo/totikensangyo_tk5 _000027 .html）等参照。









やすい環境にあると思われる（近畿 3府県については、図 3-1 参照）。
17） 観光庁「宿泊旅行統計調査」（2018年 8 月分）の「都道府県別延べ宿泊者数（従業者数10人以上の施設）」・
「都道府県別宿泊施設タイプ別客室稼働率（従業者数10人以上の施設）」により筆者が作成。
18） 日本銀行「統計」「貸出先別貸出金（国内銀行）」、三井住友トラスト基礎研究所「SMTRI J-REIT 





















































の2012年12月末に再び 4兆円を超え2018年 6 月末には12兆円規模に達している。不動産私
募ファンドの運用資産額は2007年 6 月末には10兆円規模に達し、2008年 6 月末以降も概ね







































































































29） Kahneman & Thaler（2006）.（友野監訳・山内訳〔2011〕，161-162ページ．）参照。
30） 柳川（2002），200-203・205-208ページ参照。
31） Keynes（1936） p161及び Keynes（1936）.（塩野谷訳〔1995〕，159-160ページ．）参照。


































33） 西嶋（1998），2 -4 ページ参照。
34） 例えば、基準時（1950年）に建築物が立ち並んでいる幅員1.8m 以上 4 m未満の行き止まり通路につい
ての許可基準は次のとおりである。a. 通路に門扉等の通行上支障のある物がない。b. 原則として上空に建
築物または工作物がない。c. 原則として通路権利者の同意を得る。d. 建築物は専用住宅または基準時の建










36） 京都市保健福祉局医療衛生推進室医療衛生センター「（参考）許可施設数の推移（2018年 9 月末現在）」
により筆者が作成。
37） 京都市保健福祉局医療衛生推進室「旅館業法に基づく許可施設一覧（2018年 9 月末現在）」の掲載情報を
基に、筆者が法務局での不動産登記情報調査、京都市指定道路図調査、現地調査等を行い作成。同じ方法
で、複数の区の袋路沿いの簡易宿所の存在を確認している。なお、これらの簡易宿所に関する情報は、大
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                   -1 総数　　　　　　　　　　　　　　　　　　　-2 京町家

































































6 月期～ 2018年 3 月期（住居専用地域 ･工業地域以外）ダミー」だけが符号が正で有意になっ
ていることについては、この区分のみ平均的な取引価格が高いと解釈してよいと考える。
一方、検討⒝のための、用途地域グループ別・取引時期別の基本統計量の算出結果は表
4-2 のとおりである。やはり、「住居専用地域 ･工業地域以外」・「2015年 6 月期～ 2018年 3
月期」区分のサンプルの平均値が突出して高いが、レンジと変動係数の値が突出して大きい
ことから、高額取引の散発・混入がこのような結果をもたらしたと考えられる。








2005年3月期 2007年3月期 2009年3月期 2011年3月期 2013年3月期 2015年3月期 2017年3月期
（千円/㎡）
建物価格込みの取引単価（住居専用地域・工業地域以外） 建物価格込みの取引単価（住居専用地域・工業地域）




を限定したものであり、本分析では西嶋（2004），171ページの表 7 -1 中のパターンⅤを採用している。ヘ
ドニック分析の概要については、168-170・172ページを参照されたい。また、取引時期は、2005年 9 月期
～ 2009年 3 月期のみ15四半期、その後は12四半期で区分している。なお、先行研究では t 検定の結果を表
示していたが、本稿では F検定の結果に統一して表示している。
表 4 - 1　先行研究で推定した価格関数とこれを参考に推定した価格関数 39）
説明変数名
 2009年6月期～2012年3月期(住居専用地域･工業地域以外)ダミー -5,007.536 ( 0.115 )
 2012年6月期～2015年3月期(住居専用地域･工業地域以外)ダミー -10,779.319 ( 0.623 )
 2015年6月期～2018年3月期(住居専用地域･工業地域以外)ダミー 78,578.535 ( 32.522 ) **
 2005年9月期～2009年3月期(住居専用地域･工業地域)ダミー 38,910.486 ( 2.114 )
 2009年6月期～2012年3月期(住居専用地域･工業地域)ダミー 29,758.323 ( 1.273 )
 2012年6月期～2015年3月期(住居専用地域･工業地域)ダミー 14,503.133 ( 0.307 )
 2015年6月期～2018年3月期(住居専用地域･工業地域)ダミー 15,894.966 ( 0.457 )
 建付地ダミー×現存建物容積率×建物現価率 168,192.873 ( 303.401 ) **
 現存建物容積率 91,041.020 ( 58.846 ) **
 地図整備ダミー 34,132.697 ( 6.088 ) *
 業者買取りダミー -65,863.147 ( 11.960 ) **
 業者売却ダミー 22,705.737 ( 3.059 )
 道路幅員 （m） 9,993.228 ( 10.943 ) ** 29,752.797 ( 16.502 ) **
 袋路等ダミー -59,497.750 ( 2.965 )
 市中心道路距離 （m） -7.948 ( 0.724 )
 市中心時間距離 （分） -2,414.673 ( 21.926 ) **
 最寄駅距離 （m） -36.247 ( 11.770 ) **
 最寄駅時間距離 （分） -1,427.745 ( 4.855 ) *
 準優良住宅ダミー 71,902.042 ( 5.874 ) *
 中京区東部ダミー 115,275.871 ( 20.121 ) **
 南区ダミー -63,352.405 ( 14.013 ) **
 工業系地域ダミー -29,743.565 ( 6.776 ) **
 １種高度ダミー -24,299.986 ( 1.195 )
 有効地積 （㎡） -304.044 ( 23.935 ) **
 地積 （㎡） -788.792 ( 7.376 ) **
 角地ダミー 55,033.672 ( 6.870 ) *
 不整形地ダミー -54,511.043 ( 6.427 ) * -12,310.723 ( 0.482 )
 定数項 369,056.634 ( 78.159 ) ** 153,602.324 ( 28.190 ) **
サンプル数
自由度修正済み決定係数（R 2' ）











表 4 - 2　用途地域グループ別・取引時期別サンプルの基本統計量
サンプル数 最小値 最大値 平均値 中央値 歪み度 標準偏差 変動係数
(円/㎡） (円/㎡） (円/㎡） (円/㎡） (円/㎡）
 2005年9月期～2009年3月期 142 18,000 689,000 182,296 161,000 1.20 109,067.7 0.598
 2009年6月期～2012年3月期 108 6,000 509,000 169,444 145,000 1.10 109,384.5 0.646
 2012年6月期～2015年3月期 151 9,000 540,000 156,079 133,000 1.39 102,604.3 0.657
 2015年6月期～2018年3月期 146 14,000 1,057,000 242,425 198,000 1.82 183,557.0 0.757
 2005年9月期～2009年3月期 24 36,000 433,000 211,208 244,500 0.10 103,647.6 0.491
 2009年6月期～2012年3月期 25 32,000 400,000 200,600 213,000 0.05 100,074.8 0.499
 2012年6月期～2015年3月期 24 37,000 400,000 184,500 171,000 0.58 112,263.5 0.608
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